
1

東海第二発電所
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（外部火災）

東海第二発電所の特徴について
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１．東海第二の特徴

(1) 敷地外の危険物施設（日立ＬＮＧ基地）への評価

発電所から近い位置にＬＮＧ基地が存在するため，この基地を対象に影響

評価を実施

(2) χ二乗分布を使用した航空機落下確率の算出

評価対象期間（過去20年間）において落下事故の発生実績がないカテゴリ

に対する航空機落下確率の推定には，適用性及び保守性を確認した上で

「χ二乗分布を用いた方法」を採用

(3) 使用済燃料乾式貯蔵施設に対する評価

自然対流により除熱を行っている使用済乾式燃料貯蔵容器に対する影響評

価を実施

(4) その他

防潮堤設置ルート見直しに伴い防火帯形状を変更
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２．防潮堤設置ルート見直しに伴う防火帯形状の変更

解析結果に大きく寄与するのは，FARSITE入力データのうち気象データ及び植生データ並

びに解析結果の抽出範囲（防火帯外縁100m）の植生である。

これらは，防火帯形状の変更前後で大きく変わらないことから，最大火線強度，最大輻射

発散度等の解析結果も大きく変わらないと推測される。

以下に，入力データの変更点及び防火帯外縁100mの植生を示す。

変更前 変更後

落葉広葉樹，マツ，スギ
茂み（Brush），短い草（Short Grass）

同左

入力データ 変更点

気象データ 変更なし

植生データ
防潮堤として非燃焼領域を入力していたメッシュに周
囲と同じ植生を入力。それ以外に変更なし。

表１ 入力データの変更点

表２ 防火帯外縁100mの植生
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３．敷地外の危険物施設（日立ＬＮＧ基地）への評価

発電所から近い位置にＬＮＧ基地が存在

外部火災影響評価ガイドに記載の評価式に基づき，爆風圧に対する影響評価を行い危険

限界距離※を算出

算出した危険限界距離373mは，発電所から当該ＬＮＧ基地までの離隔距離1,500m以下で

あるため，発電所への影響なし

※：人体に対して影響を与えない爆風圧となる離隔距離

図３ 発電所と日立LNG基地の位置関係

表３ 爆発影響評価で想定した評価条件
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４．χ二乗分布を使用した航空機落下確率の算出

評価対象期間（過去20年間）において落下事故の発生実績がないカテゴリに対する航空機落下確率の

推定には，以下の適用性及び保守性を確認した上で「χ二乗分布を用いた方法※１」を採用
※１：「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的リスク評価に関する実施基準（レベル1PRA編）：2013」

（（一社）日本原子力学会）に記載されている，過去発生していない起因事象発生頻度の算出方法のひとつ

χ二乗分布を用いた方法
F＝χ2(1,0.5)／2T
＝0.2275／T （回／（飛行回・km）又は回／年）
Ｔ：延べ飛行距離又は評価対象期間

(1) χ二乗分布を用いた方法の適用性

本方法の適用条件は「航空機落下事故の発生頻度がポアソン分布に従っていること」であり，

χ二乗検定により”航空機落下事故の発生頻度”の”ポアソン分布への適合性”を確認

(2) χ二乗分布を用いた方法の保守性
・航空機落下確率のうち寄与度が大きい「百里基地－訓練空域間往復時」の落下事故について，
全国平均の航空機落下確率※２との比較により，χ二乗分布を用いた方法の保守性を確認

※2：全国の基地－訓練空域間往復時の落下事故件数（5件）及び全国の想定飛行範囲の面積を用いて評価した
航空機落下事故確率

・実際には，防衛省により原子力施設付近の上空の飛行をできる限り避ける指導等が行われてい
るが，航空機落下確率評価においては当該指導等を考慮しておらず，この点においても保守性
を確保

項 目 航空機落下確率（回／炉・年）

χ二乗分布を用いた方法による
「百里基地－訓練空域間往復時」の落下事故評価

約3.81×10－８

（＝0.2275件／20年／4,540km２×0.015199km２）

全国平均（全国の自衛隊基地を対象）による
「基地－訓練空域間往復時」の落下事故評価

約2.16×10－８

（5件／20年／175,720km２×0.015199km２）




